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燃料1,535体の取り出し完了

1. 廃止措置等に向けた中長期ロードマップ全体イメージ

原子炉施設の解体等 解体等
設備の設計

・製作
シナリオ

・技術の検討

3号機 4号機

1～3号機

保管／搬出燃料デブリ取り出し

カメラ・線量計の挿入、ロボット投入調査、宇宙線ミュオン調査など
により、格納容器内の状況把握を進めています。得られた情報をもと
に、燃料デブリ取り出し工法の検討を実施します。

燃料デブリは専用の収納
缶に収められる予定です
が、その後の保管方法な
どについて、現在検討中
です。

保管／搬出燃料取り出し燃料取り出し設備の設置瓦礫撤去、除染

燃料取り出し用カバー
（コンテナ）、燃料取扱
設備などを設置します。

3号機燃料取り出し用カバー
設置状況 4号機の実施状況

取り出した燃料は、共用プー
ルにて適切に保管します。必
要に応じ、敷地内の乾式キャ
スク仮保管設備へ搬出し、共
用プールの容量を確保しま
す。

使用済燃料プール
からの

燃料取り出し

燃料デブリ
取り出し

3号機上部瓦礫撤去状況

使用済燃料プールから
燃料を取り出し、共用
プールへ移動します。

瓦礫撤去、除染 燃料取り出し設備の設置 燃料取り出し 保管／搬出

格納容器内の状況把握／
燃料デブリ取り出し工法の検討 等

燃料デブリ取り出し 保管／搬出

大型クレーンや重機等を用いてオペ
レーティングフロアの瓦礫撤去、除染
作業を行います。

共用プールへの燃料格納

専用の取り出し装置を開発
し、燃料デブリを取り出しま
す。
海外の知見などの叡智を結集
し、実施に向けた検討を行っ
ています。

1号機調査ロボット

1･2号機

2号機調査ロボット

改訂前 改訂後

項目 時期 項目 時期

１．使用済燃料プールからの燃料取り出し

1号機燃料取り出し
の開始

2020年度 1号機燃料取り出し
の開始

2023年度
目処

2号機燃料取り出し
の開始

2020年度 2号機燃料取り出し
の開始

2023年度
目処

3号機燃料取り出し
の開始

2017年度 3号機燃料取り出し
の開始

2018年度
中頃

２．燃料デブリ取り出し

号機ごとの燃料デブリ
取り出し方針の決定

2年後
目途※

－

初号機の燃料デブリ
取り出し方法の確定

2018年度
上半期

初号機の燃料デブリ
取り出し方法の確定

2019年度

初号機の燃料デブリ
取り出しの開始

2021年内 初号機の燃料デブリ
取り出しの開始

2021年内

1～4号機の状況

福島第一原子力発電所は、中長期ロードマップに基づき、使用済燃料・燃料デブリ※取り出し、汚染水対策等、廃止措置等に向けた取組みを進めています。
使用済燃料プール内の燃料取り出しについては、2014年12月に4号機で完了し、現在1～3号機で準備を進めています。
1～3号機の燃料デブリ取り出しについては、原子炉格納容器内の状況把握に向けた調査等を進めています。

福島第一原子力発電所は、中長期ロードマップに基づき、使用済燃料・燃料デブリ※取り出し、汚染水対策等、廃止措置等に向けた取組みを進めています。
使用済燃料プール内の燃料取り出しについては、2014年12月に4号機で完了し、現在1～3号機で準備を進めています。
1～3号機の燃料デブリ取り出しについては、原子炉格納容器内の状況把握に向けた調査等を進めています。

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

※燃料と、燃料を覆っていた金属の被覆管などが溶け、再び固まったものを指します。

原子炉の安定化に向けた作業を実施し、原子炉は、2011年12月に「冷温停止状態※」を達成しました。その後、各号機ともに「冷温停止状態」を継続しています。
使用済燃料プールは、2011年5～8月に掛けて循環冷却を開始し、安定的な冷却を維持しています。
原子炉の安定化に向けた作業を実施し、原子炉は、2011年12月に「冷温停止状態※」を達成しました。その後、各号機ともに「冷温停止状態」を継続しています。
使用済燃料プールは、2011年5～8月に掛けて循環冷却を開始し、安定的な冷却を維持しています。

号機
原子炉圧力容器
底部温度

燃料プール温度

1号機 約27℃ 約28℃

2号機 約33℃ 約46℃※

3号機 約32℃ 約26℃

4号機 燃料がないため監
視不要

約28℃

中長期ロードマップにおける主要な目標工程
（使用済燃料プールからの燃料取り出し、燃料デブリ取り出し）

3号機調査ロボット

※圧力容器底部温度が概ね100℃以下であること等

※冷却停止試験（二次系通水停止運転）実施

［期間：8月21日~9月29日］

※改訂後のロードマップに反映

プラント関連パラメータ

2017年9月27日 時点
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2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

燃料取り出し

2

使用済燃料プールからの燃料取り出しに向け、放射性物質の飛散防止策を徹底し、震災直後に設置した建屋カバーの屋根パネル・壁パネルの取り外し等を実施しました。現在、ダス
ト飛散リスクの更なる低減のため、防風フェンス設置に向けた建屋カバーの柱・梁の改造を行っています。
オペフロ上には崩落した屋根等のガレキが散乱しています。ガレキ撤去に向けた調査を実施し、原子炉ウェルプラグのずれや天井クレーンの状況（変形や傾き）等の情報を取得しま
した。
これらの状況を踏まえ、慎重にガレキ撤去作業を進め、ずれが確認されたウェルプラグの処置を追加的に講じることで、燃料取り出しの開始時期は2023年度目処とします。

使用済燃料プールからの燃料取り出しに向け、放射性物質の飛散防止策を徹底し、震災直後に設置した建屋カバーの屋根パネル・壁パネルの取り外し等を実施しました。現在、ダス
ト飛散リスクの更なる低減のため、防風フェンス設置に向けた建屋カバーの柱・梁の改造を行っています。
オペフロ上には崩落した屋根等のガレキが散乱しています。ガレキ撤去に向けた調査を実施し、原子炉ウェルプラグのずれや天井クレーンの状況（変形や傾き）等の情報を取得しま
した。
これらの状況を踏まえ、慎重にガレキ撤去作業を進め、ずれが確認されたウェルプラグの処置を追加的に講じることで、燃料取り出しの開始時期は2023年度目処とします。

原子炉建屋カバー
屋根パネル取外後

防風フェンス

作業床

＜建屋カバー解体＞

散水設備 噴霧試験状況 防風フェンス（イメージ）

調査結果を踏まえたウェルプラグイメージ図ウェルプラグイメージ図（震災前）

崩落屋根の状況

ウェルプラグ上段

天井クレーン

燃料取扱機

東 西

ウェルプラグ
ウェルプラグ中段

西東

撮影：2015年10月 撮影：2016年6月

写真

中段北側より撮影

北側ガレキ

南側ガレキ

ウェルプラグ

ウェル上ガレキ

平面イメージ立面イメージ

崩落屋根N N

2.1 プール燃料取り出し等に関わる状況（１号機）

現在

カバー設置 等

「廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」より抜粋

ガレキ撤去 等

防風フェンス取付け

作業実績と今後の予定

原子炉建屋の屋根は、水素爆発によりオペフロに落下しました。北側は大半がオペフロ上に、南側は天井
クレーンの上に落下したため、崩落屋根は繋がった状態で、北側から南側に向かって隆起しています。

3Dスキャン結果と

撮影写真を基に、

崩落屋根を除いた

場合の天井クレーン

・燃料取扱機状況の

イメージ図。

ウェルプラグは、上段・中段・下段の3層からなり、層ごとに3分割で構成されています。

調査の結果、全てのウェルプラグが正規の位置からずれていることを確認しました。

崩落屋根の状況

天井クレーン等の状況

ウェルプラグの状況

建屋カバー解体 等

崩落屋根を除いた場合のオペフロの状況（イメージ図）

1号機建屋カバー
北側柱・梁取付け状況

撮影：2017年8月

（参考）ダストモニタの状況

凡例 監視箇所

オペフロ上のダストモニタで監視

構内ノーマスクエリアのダストモニタ

敷地境界ダストモニタ（８箇所）による監視

敷地境界モニタリングポスト（MP）（8箇所）

1号機の主な作業実績
①建屋カバー壁パネル取り外し開始（2016/9/13）
②建屋カバー壁パネル取り外し完了（2016/11/10）

発電所全体からの影響を把握するために、放射線や放射性物質濃度等を監視しています。
1・3号機では、燃料取り出しに向け、オペフロ上等で作業を実施しておりますが、空気中の放射性物質
濃度は警報設定値に比べ低い値で推移しています。
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） 敷地境界近傍ダストモニタ指示値（2016/8～2017/9）

MP1近傍 MP2近傍
MP3近傍 MP4近傍
MP5近傍 MP6近傍
MP7近傍 MP8近傍

警報設定値 0.00001ﾍﾞｸﾚﾙ/cm3（ｾｼｳﾑ134の告示濃度の半分の値）

0.00000001

① ②

傾き確度は推定
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2.2 プール燃料取り出し等に関わる状況（2号機）

前室

構台

2号機原子炉
建屋

作業エリア

2号機原子炉建屋は、1・3号機原子炉建屋と異なり水素爆発しておらず、震災前の形状を保っています。燃料取り出しに向けた原子炉建屋上部の解体・改造範囲として、原子炉建
屋上部を全面解体することが望ましいと判断しました。
原子炉建屋上部解体に先立ち、オペフロへのアクセス用の構台の設置を2017年2月、前室※の設置を2017年5月に完了しました。
燃料取り出し用架構や燃料取扱設備の設置に向けて、大型重機等の作業エリアを確保するため、原子炉建屋周辺の屋外エリアの整備（干渉物の解体撤去、路盤整備（汚染防止対策を
含む））を実施しました（2016年11月完了）。
今後、ダスト飛散防止策の徹底に向けてオペフロ内調査を行います。また、廃炉作業全体の最適化の観点から2号機周辺環境の改善を同時並行で行います。その後建屋上部解体等を
行うことで、燃料取り出しの開始時期は2023年度目処とします。なお、燃料取り出し用のコンテナについては、適切な時期に、燃料と燃料デブリの取り出し用コンテナを共用する
プラン（プラン①）と個別に設置するプラン（プラン②）の選択に向けた検討を行います。

2号機原子炉建屋は、1・3号機原子炉建屋と異なり水素爆発しておらず、震災前の形状を保っています。燃料取り出しに向けた原子炉建屋上部の解体・改造範囲として、原子炉建
屋上部を全面解体することが望ましいと判断しました。
原子炉建屋上部解体に先立ち、オペフロへのアクセス用の構台の設置を2017年2月、前室※の設置を2017年5月に完了しました。
燃料取り出し用架構や燃料取扱設備の設置に向けて、大型重機等の作業エリアを確保するため、原子炉建屋周辺の屋外エリアの整備（干渉物の解体撤去、路盤整備（汚染防止対策を
含む））を実施しました（2016年11月完了）。
今後、ダスト飛散防止策の徹底に向けてオペフロ内調査を行います。また、廃炉作業全体の最適化の観点から2号機周辺環境の改善を同時並行で行います。その後建屋上部解体等を
行うことで、燃料取り出しの開始時期は2023年度目処とします。なお、燃料取り出し用のコンテナについては、適切な時期に、燃料と燃料デブリの取り出し用コンテナを共用する
プラン（プラン①）と個別に設置するプラン（プラン②）の選択に向けた検討を行います。

＜アクセス用構台の設置等＞

西側路盤整備状況（2016年11月完了）構台完成イメージ アクセス用構台、前室設置状況

撮影：2017年6月27日

前室

前室

飛散防止剤散布装置

飛散防止剤

1／2号機排気筒上部解体

1／2号機排気筒は、点検により破断・損傷箇所を確認しています。
損傷した部材を取り除いても、基準地震動（600gal）に対し、倒
壊には至らないことを確認しました。今後、リスクをより低減す
るという観点から、排気筒を半分まで解体し、耐震裕度を確保す
る計画です。

海洋汚染防止対策

1～4号機周辺建屋の屋根雨水等を排水するK排水路は他の排水路
と比較して放射性物質濃度が高いことから、汚染源調査及び濃度
低減対策を実施しています。各建屋の屋根面について、現状と特
徴を踏まえた雨水対策を検討しています。

2号機周辺の環境改善

破断箇所（例）

▼GL 120m

解体範囲

▼GL 59m

破断が集中
している箇所

破断している
箇所(1箇所)

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

作業実績と今後の予定

※放射性物質の飛散抑制のため、搬出入用の開口全体を覆う計画。

建屋上部解体に向けた取組
2号機は、水素爆発を
免れたものの、オペフ
ロは高線量かつ汚染し
ている状況です。上部
解体時のダスト飛散抑
制対策に万全を期すた
め、オペフロ内の線
量・汚染等のデータを
拡充します。

上部解体時にオペフロ
内に存在している放射
性ダストが飛散しない
よう、屋根解体前にオ
ペフロ内に飛散防止剤
を散布する予定です。

1/2号機排気筒解体計画（イメージ）

2号機原子炉建屋周辺屋根面の状況

プラン①

プラン②

準備工事

建屋上部解体 等オペフロ内調査 等

コンテナ設置 等

カバー設置 等

「廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」より抜粋

準備工事

1/2号機排気筒上部解体

準備工事

海洋汚染防止対策等

周辺環境の改善

N

燃料取り出し
用架構

凡例：

既存原子炉建屋
（残す箇所）

＜原子炉建屋上部全面解体を踏まえた燃料取り出しイメージ（例）＞

燃料交換機

約１ｍのフェンス

最大値

オペフロ線量調査（2012年6月）

40 111

530

506

415
356

880

139

N

オペフロ内への飛散防止剤散布

（イメージ）

現在

燃料取り出し

単位：mSv/h

プラン① 燃料デブリ共用
コンテナ案

プラン② プール燃料
取り出し特化案A

プラン② プール燃料
取り出し特化案B

2R/B

1R/B
1T/B

2T/B

2Rw/B
1Rw/B

1C/B2C/B

海側遮水壁

K排水路

排気筒解体作業

（イメージ）

2号機周辺建屋屋根の状況（概略図）

1/2号機排気筒

N

対策実施済

対策実施中

対策検討中

N

1/2Rw/B他

R/B屋根
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2.3 プール燃料取り出し等に関わる状況（3号機）

使用済燃料プールからの燃料取り出しに向け、継続的に有人作業が可能なレベルまで
オペフロ床面の除染及び遮へいによる線量低減作業を実施しました（除染：2016年6
月完了、遮へい：2016年12月完了）。現在、燃料取り出し用カバー等の設置を実施し
ています。

作業員の被ばく線量を低減するための、オペフロの除染・遮へい体設置を追加したこ
と等により、燃料取り出し開始時期は2018年度中頃とします。

使用済燃料プールからの燃料取り出しに向け、継続的に有人作業が可能なレベルまで
オペフロ床面の除染及び遮へいによる線量低減作業を実施しました（除染：2016年6
月完了、遮へい：2016年12月完了）。現在、燃料取り出し用カバー等の設置を実施し
ています。

作業員の被ばく線量を低減するための、オペフロの除染・遮へい体設置を追加したこ
と等により、燃料取り出し開始時期は2018年度中頃とします。

ドーム屋根設置作業状況（ドーム屋根2組目）
（2017年9月）

＜燃料取り出し用カバー等設置の作業ステップ＞

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅳ Ⅴ Ⅵ

Ⅶ Ⅷ Ⅸ

走行レール

作業床

FHMガーダ

連結部材

完了完了 完了

完了 現在

移送容器支持架台設置 ストッパ設置

ＦＨＭガーダ・作業床設置 走行レール設置 ドーム屋根設置

燃料取扱機・クレーン設置 ドーム屋根設置 カバー設置完了

遮へい体設置

完了

作業実績と今後の予定

取り出した燃料の取扱い

共用プール

１～４号機

共用プールでの保管
使用済燃料プールから取り出した燃料を共用プールに移送し、安定的に保管します。
キャスク仮保管設備での保管
使用済燃料プールの燃料を共用プールで受け入れるにあたって、その空きスペースを確保するため、共用

プールの燃料をキャスクに装填し、キャスク仮保管設備で保管します。

2016年2月 2017年5月

＜3号機 原子炉建屋の状況＞

プール内の大型ガレキ撤去、調査
使用済燃料プールからの燃料取り出しに向け、プール内の大型ガレキ撤去作業を実施し、安全に作業を終
了しました。
また、水中カメラでプール内のガレキ状況を確認していたところ、大型ガレキの下に位置する燃料集合体
のハンドル部の変形を確認しました。
なお、作業に伴うプール内の水の放射性物質濃度等に変動はなく、周辺環境への影響はありませんでした。

＜撤去した燃料交換機＞＜燃料交換機撤去作業の状況＞ ＜プール内ガレキ調査状況＞

ハンドル部変形箇所

乾式キャスク

コンクリートモジュール

キャスク
ピット

貯蔵エリア

キャスク
ピット

3号機原子炉建屋
（イメージ）

使用済燃料プール

1号機使用済燃料プール 392体

2号機使用済燃料プール 615体

3号機使用済燃料プール 566体

4号機使用済燃料プール 0体

共用プール 6,588体

キャスク仮保管設備 1,550体

2017年9月28日 時点

＜燃料保管量＞

共用プール

キャスク
仮保管設備 １号

２号
３号
４号

５号

６号

構内概略配置図

キャスク仮保管設備

2011年3月

1 2

年度
2016 2017

2018～2020

遮へい体設置
（含む移送容器支持架台）

FHMガーダ等設置

ドーム屋根等設置

燃料取り出し

Ⅰ Ⅱ

Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ
Ⅸ

燃料取り出し開始 ▼

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
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3. デブリ取り出しに向けた施設内調査の状況

格納容器内部調査

デブリ位置の把握

1
号
機

調査実績 至近の調査結果（3回目）

1回目(2012/10) 1階部分からカメラ・線量計を吊り下ろし、ペデスタル開口部近くの格納容器底部の状
況を撮影。また、底部に近づくほど線量が上昇する傾向を確認。
調査で使用した格納容器貫通孔直下の格納容器底部にあった堆積物を採取。 堆積物の
簡易蛍光X線分析を行った結果、ステンレス鋼、塗装の成分やウラン等を確認。

2回目(2015/4)

3回目(2017/3)

2
号
機

調査実績 至近の調査結果（4回目）

1回目(2012/1)
ガイドパイプや自走式調査装置を用いた、ペデスタル内のデブリ落下状況の調査を
実施。
ペデスタル内のグレーチングは、外れて脱落しているものや、マス目が不規則に見
える程変形しているものが確認され、堆積物も多く見られた。
ペデスタル入口付近のCRDハウジングサポートには大きな損傷は見られないことを
確認。

2回目(2012/3)

3回目(2013/8)

4回目:ペデスタル内調査
(2017/1～2)

格納容器内部の状況

3
号
機

調査実績 至近の調査結果（2回目）

１回目
(2015/10～12) 燃料デブリが存在する可能性のあるペデスタル内の状況を把握するため、水中

ROV（水中遊泳式遠隔調査装置）を用いて調査を実施。
ペデスタル内に溶融物が固化したと思われるものやグレーチング等の複数の落
下物、堆積物を確認。

2回目
(2017/7)

PCV内部調査時に外周部
のCRDが確認できてお
り，またグレーチングの
欠損の状況から，RPVの
穴は中央部及びその周辺
部にあるものと推定

ミュオン測定
から，炉心外
周部に燃料が
存在している
可能性がある
と推定

X-6ペネ

約1.9ｍ

X-100Bペネ
（調査ロボット投入箇所）

燃料デブリの取り出しは、燃料デブリ取り出し方針に基づき、燃料デブリへのアクセスと取り出しを進めながら並行して得られる内部の調査結果を、次のアクセスと取り出しに反映
していくステップ・バイ・ステップのアプローチにより進めます。

また、格納容器底部の燃料デブリを横からのアクセスで取り出すことを先行し、より実現性の高い「気中工法」に重点を置いて取組みを進めます。

当面の取組みとして、予備エンジニアリング※を開始すると共に、内部調査の継続的な実施等を進めていきます。

燃料デブリの取り出しは、燃料デブリ取り出し方針に基づき、燃料デブリへのアクセスと取り出しを進めながら並行して得られる内部の調査結果を、次のアクセスと取り出しに反映
していくステップ・バイ・ステップのアプローチにより進めます。

また、格納容器底部の燃料デブリを横からのアクセスで取り出すことを先行し、より実現性の高い「気中工法」に重点を置いて取組みを進めます。

当面の取組みとして、予備エンジニアリング※を開始すると共に、内部調査の継続的な実施等を進めていきます。

PCV内部調査の結
果D/W床上に堆
積物を確認

ミュオン測定，
解析結果及び水
位が形成されな
いことから，大
部分の燃料が溶
融したと推定

X-6ペネ

X-53ペネ

約0.3ｍ

PCV内部調
査時に蒸気
が立ち上が
る様子を確
認

燃料デブリ取り出し作業に係る安全確保の考え方

ミュオン測定か
ら，燃料デブリ
の大部分はRPV
底部に存在して
いると推定

各測定点における最下点近傍の画像

D0 D2

開口部

ドレンサンプ

格納容器

ペデスタル

：測定点

調査実績 調査内容・評価

1号ミュオン測定
(2015/2～5)

炉心域に燃料デブリの大きな塊は
なし。

2号ミュオン測定
(2016/3～7)

・圧力容器底部に燃料デブリと考
えられる高密度の物質を確認。
・炉心域にも燃料が一部存在して
いる可能性あり。

３号ミュオン測定
（2017/5～9）

・炉心域に燃料デブリの大きな塊
はなし。
・圧力容器底部には、一部の燃料
デブリが残っている可能性あり。

A A

A-A矢視図

3号機ミュオン測定結果

カメラ及び線量計

調査ロボット

グレーチング

水中

調査概要

調査に使用する

格納容器貫通孔

（X-53ペネ）

格納容器内部の状況

X-6ペネ
約6.3ｍ

X-53ペネ

格納容器貫通孔

（X-6ペネ）

制御棒駆動機構

(CRD)交換用レール

ペデスタル開口部

水中ROV

開口部（スロット）

地下階

燃料デブリ取り出しにあたっては、「東京電力ホールディングス㈱
福島第一原子力発電所の廃炉のための技術戦略プラン2017（原子力
損害賠償・廃炉等支援機構）を踏まえ、安全に取り出す上での技術
要件を念頭に、技術的成立性、現場適用性について検討を進めます。
また、燃料デブリ取り出し工事は、準備段階から燃料デブリ取り出し
・搬出・移送・保管等、一連の作業について安全を確保した上で最適
化を図ることが必要であり、安全確保策について具体的に検討を行い
ます。 燃料デブリ取り出しイメージ

（気中-横アクセス工法）

※燃料デブリ取り出し作業の前段階として、実際の作業工程を具体化する検討作業。検討においては、現場状況を十分に踏まえる等により、基本設計からの手戻りの最小化を図る。

部位 評価結果
（参考）

事故前の物質量※１

① 炉心域 約30 評価結果の
不確かさ
数十トン

程度

約160（燃料集合体）
約15（制御棒）
約35（炉内構造物）

② 圧力
容器底部

約90
約35（構造物）
水の影響は非考慮

②底部

①炉心

単位：ton

※1 設計上の重量。簡便のため、一部考慮していない構造物あり。
また、ミュオン測定は実際には斜めに見上げる方向に測定しており、
正確に一致するものではない。
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くみ上げ

海水面

上部透水層

難透水層

④サブドレン

地下水ドレン

地下水位

⑧海側遮水壁⑤陸側遮水壁 ⑤陸側遮水壁

③地下水バイパス

⑥敷地舗装

雨

⑦水ガラス
地盤改良②トレンチ

くみ上げ Cs/Sr除去
淡水化

タービン建屋
くみ上げ④サブドレン

くみ上げ

難透水層
揚水井

下部透水層

原子炉建屋

ウェルポイント

①多核種除去設備等による浄化⑨タンクの増設等

6

中長期ロードマップにおける汚染水対策のマイルストーン（主要な目標工程）

方針1．汚染源を取り除く 方針2．汚染源に水を近づけない 方針3．汚染水を漏らさない

①多核種除去設備等による汚染水浄化
②トレンチ(※)内の汚染水除去

③地下水バイパスによる地下水汲み上げ
④建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ
⑤凍土方式の陸側遮水壁の設置
⑥雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装

（※）配管などが入った地下トンネル

⑦水ガラスによる地盤改良
⑧海側遮水壁の設置
⑨タンクの増設

（溶接型へのリプレース等）

汚染水の問題に対して、３つの基本方針に基づき、予防的・重層的対策を進めています。

中長期ロードマップに盛り込まれた対策については、一部に遅れはあるものの、概ね着実に進捗しています。

引き続き、これまで実施してきた汚染水対策を維持すると共に、計画した対策についても着実に進めていきます。

汚染水の問題に対して、３つの基本方針に基づき、予防的・重層的対策を進めています。

中長期ロードマップに盛り込まれた対策については、一部に遅れはあるものの、概ね着実に進捗しています。

引き続き、これまで実施してきた汚染水対策を維持すると共に、計画した対策についても着実に進めていきます。

：対策完了

4.1 汚染水対策の状況

各対策の実施状況

汚染水対策の概要図（敷地平面図）

汚染水対策の概要図（敷地断面図）

1号 2号 3号 4号
6号 5号

多核種除去設備等

免震重要棟

サブドレン
（浄化設備）

地下水バイパス揚水井
サブドレン（建屋近傍の井戸）
地下水ドレン
タンク設置エリア
敷地境界

海側遮水壁

陸側遮水壁

提供：日本スペースイメージング（株）、(C)DigitalGlobe

水ガラス 海水配管トレンチ

地下水バイパス
（排水箇所）

サブドレン
（排水箇所）

地下水バイパス
（貯留）

分野
改訂前 改訂後

内容 時期 達成状況 内容 時期

取り
除く

多核種除去設備等による再度の処理を
進め、敷地境界の追加的な実効線量を
1mSv/年まで低減完了

2015年度
達成

（2016年3月）

多核種除去設備等で処理した水の長期
的取扱いの決定に向けた準備の開始

2016年度
上半期

達成
（2016年9月）

近づけ
ない 建屋流入量を100m3/日未満に抑制 2016年度

概ね達成
（2017年3月）

汚染水発生量を150m3/日程度に抑制 2020年内

漏らさ
ない

高濃度汚染水を処理した水の貯水は全
て溶接型タンクで実施

2016年度
早期

一部をフランジ
型タンクで貯水

浄化設備等により浄化処理した水の貯
水を全て溶接型タンクで実施 2018年度

滞留水
処理
完了

①いずれかのタービン建屋の循環注水
ラインから切り離し 2015年度

達成（1号機）
（2016年3月）

①1,2号機間及び3,4号機間の連通部の
切り離し 2018年内

②建屋内滞留水中の放射性物質の量を
半減 2018年度

2017年6月時
点で半減以下

②建屋内滞留水中の放射性物質の量を
2014年度末の1/10程度まで減少 2018年度

③建屋内滞留水の処理完了 2020年内
1号機タービン建

屋内の床面露出

（2017年3月）
③建屋内滞留水の処理完了 2020年内

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

方
針
１:

取
り
除
く

①多核種除去

設備等によ

る汚染水

浄化

②トレンチ内
の汚染水除去

方
針
２:

近
づ
け
な
い

③地下水バイ
パスによる地
下水くみ上げ

④建屋近傍の

井戸での地下
水くみ上げ

（サブドレ
ン）

⑤凍土方式の

陸側遮水壁の
設置

⑥雨水の土壌
浸透を抑える
敷地舗装

方
針
３:

漏
ら
さ
な
い

⑦水ガラスに

よる地盤改良

⑧海側遮水壁

の設置

⑨タンクの増
設（溶接型へ
の交換等）

多核種除去設備等による浄化

浄化作業

凍結管設置 凍結止水・汚染水の除去

建屋山側で地下水をくみ上げ

調査・復旧

浄化設備設置

小規模凍結試験

凍結設置工事

建屋近傍の井戸で地下水をくみ上げ

水ガラス等による地盤改良

設置工事

タンクの増設・貯留

汚染エリアからの汚染水のくみ上げ

汚染した地下水の海への流出抑制

地下水の海への流出抑制

多核種除去設備等による浄化

2015年5月27日

RO濃縮塩水処理完了

2015年12月11日

全汚染水除去処理完了

累積排水量 313,755t  
排水回数 187回

2017年9月25日現在

2015年10月26日 閉合完了

累積排水量 412,953t
排水回数 502回

2017年9月25日現在

2016年10月末 海側の凍結が必要と考えられる範囲が全て0℃以下

アスファルト等による敷地舗装

10ｍ盤等を除く計画エリアの敷地舗装を計画通り完了

2016年3月30日時点

10m盤等のフェーシングについて、
廃炉作業の進捗にあわせて検討・実施

2016年3月31日

海側全面及び山側一部を凍結開始

2016年12月3日 山側未凍結箇所の一部（７箇所中２箇所）の凍結開始

高性能・増設多核種除去設備の設置

2017年3月3日 山側未凍結箇所の一部（７箇所中４箇所）の凍結開始

2017年8月22日 最後に残った未凍結箇所（１箇所）の凍結開始

浄化処理した水の貯水を全て溶接型タンクで実施 ▲

現在

くみ上げ
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4.2 汚染水対策の状況（汚染水発生量の抑制）

山側から海側に流れている地下水や雨水が原子炉建屋等に流れ込み、新たな汚染水となっています。また、汚染水は、4m盤から汲み上げた地下水の一部の建屋への移送等でも増加
しています。

建屋に流入する地下水や雨水の量を抑制するために、サブドレン・陸側遮水壁・雨水浸透防止対策等の対策を着実に進め、2020年内に汚染水発生量を150m3/日程度に抑制しま
す※。

山側から海側に流れている地下水や雨水が原子炉建屋等に流れ込み、新たな汚染水となっています。また、汚染水は、4m盤から汲み上げた地下水の一部の建屋への移送等でも増加
しています。

建屋に流入する地下水や雨水の量を抑制するために、サブドレン・陸側遮水壁・雨水浸透防止対策等の対策を着実に進め、2020年内に汚染水発生量を150m3/日程度に抑制しま
す※。
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5
月

2
0
1
6
年

7
月

2
0
1
6
年

9
月

2
0
1
6
年

1
1
月

2
0
1
7
年

1
月

2
0
1
7
年

3
月

2
0
1
7
年

5
月

2
0
1
7
年

7
月

福島第一降雨量

汚染水発生量

建屋への地下水・雨水等流入量

日
平

均
量

日
平
均
降
雨
量
（
福
島
第
一
）

m3/日
mm/日

約470

約350

約490

約270
約200

約130

約390

約210

サブドレン稼働開始

海側遮水壁閉合完了

地下水ドレン汲み上げ開始

陸側遮水壁閉合開始

地下水バイパス稼働開始

陸側遮水壁(海側)凍結完了

凍土方式による陸側遮水壁は、2016年3月より海側及
び山側の一部の凍結を開始、段階的に凍結範囲を拡大
し、2017年8月22日より最後に残った未凍結箇所
（西側③）の凍結を開始しました。

陸側遮水壁凍結状況

陸側遮水壁

サブドレン信頼性向上対策の概要

①系統処理能力向上対策( )
：対策実施前800m3/日 ⇒ 対策実施後最大1,500m3/日

②くみ上げ能力向上対策( )

：大雨時の地下水位上昇の緩和・大雨後の影響の早期解消

③上記以外の対策（ ）

：清掃によるサブドレン停止期間の短縮（稼働率向上）等

サブドレン信頼性向上対策

：2017年度完了予定

：2017年度以降実施予定

凡例
：施工済

4m盤フェーシング
継手止水

7.5m盤法面屋根架け

雨水浸透防止機能の向上・保全等により、4m盤汲み上げ量を低減し、建屋への
地下水移送量を抑制します。

雨水の浸透防止対策

建屋流入量と汚染水発生量の概要
① ：地下水・雨水等流入量（建屋流入量）

①＋②：汚染水発生量

建屋流入量と汚染水発生量の推移

（温度は 9/21 7:00時点のデータ）

※中長期ロードマップにおける主要な目標工程

▽ O.P.+10m

▽ O.P.+4m

タービン
建屋

原子炉
建屋

サブドレン

地下水ドレンウェルポイント

サブドレン

陸側遮水壁
（山側）

陸側遮水壁
（海側） 海側遮水壁

①地下水
流入

①雨水
②4m盤からの移送

②作業に伴う汚染水

①地下水
流入

一部を建屋へ
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浄化処理した水の貯水

4.3 汚染水対策の状況（浄化処理した水の貯水、滞留水処理に向けた取組み）

日々発生する汚染水は、放射性物質の濃度を低減（リスクを低減）し、タンクに貯
蔵しています。

限られた敷地内で効率的に貯蔵することや、フランジタンクの漏えいリスクを低減
することを目的に、信頼性の高い溶接型タンクへのリプレースを進めています。

浄化設備等により浄化処理した水の貯水は、2018年度内に全て溶接型タンクで実
施します。

日々発生する汚染水は、放射性物質の濃度を低減（リスクを低減）し、タンクに貯
蔵しています。

限られた敷地内で効率的に貯蔵することや、フランジタンクの漏えいリスクを低減
することを目的に、信頼性の高い溶接型タンクへのリプレースを進めています。

浄化設備等により浄化処理した水の貯水は、2018年度内に全て溶接型タンクで実
施します。

＜建屋内滞留水 放射性物質量の推移＞

建屋水位の引下げ 1,2号機間及び3,4号機間の連通部の
切り離し

滞留水中の放射性物質の
量を1/10程度まで減少

建屋内滞留水
の処理完了

2018年度末 2020年内2018年内

2016.3（１号機タービン建屋切り離し）

（ ：中長期ロードマップにおける主要な目標工程）

滞留水処理

2017.3（１号機タービン建屋最下階の滞留水除去）

現在、建屋内滞留水中の放射性物質の量は、2014年度末の半減値以下まで減少しており、2018年度内に、
2014年度末の1/10程度まで減少させます※。 ※中長期ロードマップにおける主要な目標工程

2017.8（１号機復水器水抜き完了）

復水器内貯留水の水抜状況

タービン建屋原子炉建屋

注水

山側サブドレン 海側サブドレン

建屋内滞留水

連通部
復水器

雨水流入

地下水流入

1号機原子炉建屋－タービン建屋断面図

復水器

H/W天板

復水器底板

写真

水中ポンプ

溶接型タンク フランジ型タンク

①セシウム吸着装置
キュリオン／サリー

循環注水冷却

②淡水化装置

貯蔵タンク
約20万m3

ストロンチウム
処理水

③多核種
除去設備等

注水タンク

使用済燃料
プール

原子炉建屋

タービン建屋

建屋内滞留水

貯蔵タンク
約80万m3

多核種除去設備等
処理水

4m盤からの移送 等

地下水

原子炉注水

※ストロンチウムを含む高濃度の汚染水。
セシウム吸着装置の改良により、
新たに発生することはありません。
現在、タンク底部の残水処理を継続しています。

淡水

貯蔵タンク

RO濃縮塩水
処理完了

ストロンチウムも
除去できるよう改良

※

フランジ型タンクのエリア配置図

フランジ型タンク
（運用中エリア）

フランジ型タンク
（解体・解体準備中のエリア）

【フランジ型タンクの使用状況】
（2017.9.21時点）

・フランジ型タンク基数（運用中エリア）125基
・フランジ型タンク（解体・解体準備中エリア）

【解体前基数】198基

（参考）1-4号機タンク基数 835基

津波発生時に建屋内滞留水が屋外へ流出するリスクを低減することを目的に、建屋内
滞留水の貯蔵量を低減する取組み（建屋内滞留水処理）を進めています。

建屋内滞留水と地下水との水位差を確保しながら建屋内滞留水の水位を低下させ、床
面レベルの高い建屋から順次床面を露出させます。

また、震災直後より高濃度の汚染水を貯留している1～3号機の復水器について、建屋
内滞留水の放射性物質量低減のため、水抜きを進めています。

津波発生時に建屋内滞留水が屋外へ流出するリスクを低減することを目的に、建屋内
滞留水の貯蔵量を低減する取組み（建屋内滞留水処理）を進めています。

建屋内滞留水と地下水との水位差を確保しながら建屋内滞留水の水位を低下させ、床
面レベルの高い建屋から順次床面を露出させます。

また、震災直後より高濃度の汚染水を貯留している1～3号機の復水器について、建屋
内滞留水の放射性物質量低減のため、水抜きを進めています。

1～3号機
水抜き完了

1号機
水抜き完了

タンク底部の残水

0

2

4

6

8

項目＼年月 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

地下水位／建屋水位

建屋滞留水貯蔵量

建屋滞留水
処理完了

▽

T.P.-36
（O.P.1400） T.P.-1740未満

（O.P.-300未満）
▽2014年度末 約86,000m3

約6,000m3未満 △

1号T/Bのみ
水位低下

循環注水を行っている１~３号機原子
炉建屋以外の建屋の最下階床面露出

１～４号機建屋水位
【計画】

地下水位【計画】

１～４号機建屋及び
集中廃棄物処理建屋

2017.8

約57,000m3△

約T.P.460
(O.P.1900)

現在（2017.8）の地下水位

現在（2017.8）の建屋水位

建屋水位 約T.P.900（O.P.2350)
【計画】 約T.P.1100（O.P.2550)

建
屋
滞
留
水

放
射

性
物

質
量

※

約0.7＊２

約0.1＊２
2020年末
約0.05＊２

×1.0E15（Bq ）

約0.3＊２

＊１ 中長期ロードマップのマイルストーン（2018年度内に2014年度
末時点の建屋滞留水中の放射性物質の量を1/10程度まで減少）。

＊２ 建屋滞留水放射性物質量の推移予測値。

2014年度末の1/10＊１

※
建屋滞留水の放射性
物質量は、代表核種
（Cs134、Cs137、
Sr90）の放射能濃度
実測値と貯蔵量から
算出。このため滞留
水のよどみ等の影響
にて建屋滞留水の放
射能濃度が変動する
ことにより、評価上
、放射性物質量が増
減することがある。

※

：建屋滞留水
：評価点

：復水器内貯留水
：評価点

【注】T/B：タービン建屋、R/B：原子炉建屋、
Rw/B：廃棄物処理建屋

建屋滞留水放射性物質量の推移

2014年度末の半減値
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切り離し

9

（参考）建屋内滞留水の処理ステップ概要

＜建屋内滞留水の処理ステップ＞

水処理装置へ

1Ｒｗ／Ｂ
２Ｒ／Ｂ ３Ｒ／Ｂ３Ｒｗ／Ｂ

1Ｔ／Ｂ
３Ｃ／Ｂ

４Ｃ／Ｂ1Ｒ／Ｂ
２Ｒｗ／Ｂ ２Ｔ／Ｂ ３Ｔ／Ｂ

４Ｒ／Ｂ ４Ｒｗ／Ｂ４Ｔ／Ｂ プロセス
主建屋
（ＰＭＢ）

高温
焼却炉
建屋
（ＨＴＩ）

①【2016年度末】1号機T/B最下階床面露出

最下階床面露出 切り離し

1Ｒｗ／Ｂ
２Ｒ／Ｂ ３Ｒ／Ｂ３Ｒｗ／Ｂ

1Ｔ／Ｂ
３Ｃ／Ｂ

４Ｃ／Ｂ1Ｒ／Ｂ ２Ｒｗ／Ｂ
２Ｔ／Ｂ ３Ｔ／Ｂ

４Ｒ／Ｂ ４Ｒｗ／Ｂ４Ｔ／Ｂ プロセス
主建屋
（ＰＭＢ）

高温
焼却炉
建屋
（ＨＴＩ）

最下階床面露出 切り離し※切り離し復水器水抜き 切り離し※

水処理装置へ

②【2018年度上期】1号機Rw/B最下階床面露出

水処理装置へ

1Ｒｗ／Ｂ
２Ｒ／Ｂ ３Ｒ／Ｂ３Ｒｗ／Ｂ

1Ｔ／Ｂ
３Ｃ／Ｂ

４Ｃ／Ｂ1Ｒ／Ｂ
２Ｒｗ／Ｂ ２Ｔ／Ｂ ３Ｔ／Ｂ

４Ｒ／Ｂ ４Ｒｗ／Ｂ４Ｔ／Ｂ プロセス
主建屋
（ＰＭＢ）

高温
焼却炉
建屋
（ＨＴＩ）

③【2020年度上期】2～4号機Rw/B及びT/B最下階床面露出、4号機原子炉建屋(R/B)最下階床面露出

①床面レベルの高い1号機タービン建屋（T/B）について、原子炉建屋（R/B）から流入する滞留水の流れを切り離し、最下階エリアの滞留水を除去しました（2017年3月）。
②1,2号機間及び3,4号機間の連通部を切り離します（2018年内）。
③循環注水を行っている原子炉建屋以外の建屋の床面を露出させ、建屋内滞留水の処理を完了します（2020年内）。

①床面レベルの高い1号機タービン建屋（T/B）について、原子炉建屋（R/B）から流入する滞留水の流れを切り離し、最下階エリアの滞留水を除去しました（2017年3月）。
②1,2号機間及び3,4号機間の連通部を切り離します（2018年内）。
③循環注水を行っている原子炉建屋以外の建屋の床面を露出させ、建屋内滞留水の処理を完了します（2020年内）。

切り離し 切り離し 切り離し切り離し

切り離し 切り離し 切り離し 切り離し

最下階床面露出 最下階床面露出最下階床面露出 最下階床面露出 最下階床面露出最下階床面露出最下階床面露出 最下階床面露出最下階床面露出

最下階床面露出最下階床面露出

地下水位

地下水位

地下水位

※中長期ロードマップにおける主要な目標工程（1,2号機間及び3,4号機間の連通部の切り離し）
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10年程度
の予測（累積）

約75万m3

（2029年3月時点） 固体廃棄物貯蔵庫
（保管容量約19万m3）

2016年3月、廃炉作業に伴い発生する廃棄物を適正に保管していくことを目的に、当面10年程度の固体廃棄物の発生量予測を踏まえた「保管管理計画（2017年6月改訂）」を策
定しました。一年に一度発生量予測を見直し、適宜更新を行います。

廃棄物をより確実に保管していくため、焼却・減容により廃棄物量を低減のうえ、保管・管理に必要な建屋を設けて集約保管し、屋外の一時保管エリアを解消していきます。水処理
二次廃棄物のうち、流動性の高いものについては、保管・管理リスクの一層の低減のため、安定化・固定化等の先行的処理を検討します。

固体廃棄物の処理・処分方策とその安全性に関する技術的な見通しに向け、性状把握等に有用なデータを示す等、適切に対応していきます。

2016年3月、廃炉作業に伴い発生する廃棄物を適正に保管していくことを目的に、当面10年程度の固体廃棄物の発生量予測を踏まえた「保管管理計画（2017年6月改訂）」を策
定しました。一年に一度発生量予測を見直し、適宜更新を行います。

廃棄物をより確実に保管していくため、焼却・減容により廃棄物量を低減のうえ、保管・管理に必要な建屋を設けて集約保管し、屋外の一時保管エリアを解消していきます。水処理
二次廃棄物のうち、流動性の高いものについては、保管・管理リスクの一層の低減のため、安定化・固定化等の先行的処理を検討します。

固体廃棄物の処理・処分方策とその安全性に関する技術的な見通しに向け、性状把握等に有用なデータを示す等、適切に対応していきます。

現状 10年後の想定
現在の保管量

約35万m3

（2017年3月時点）

瓦礫類（金属・コンクリート等）

・瓦礫類（可燃物）
・伐採木
・使用済保護衣等

減容処理

保管・管理

水処理二次廃棄物の保管状況

増設雑固体廃棄物焼却設備焼却炉前処理設備

減容処理設備

増設固体廃棄物貯蔵庫
第10～13棟（約14万m3）

大型廃棄物保管庫

既設固体廃棄物貯蔵（約5万m3）
第1～8棟（既設）
第9棟（2017年度運用開始予定）

汚染土一時保管施設

再利用・再使用を検討

瓦礫等の保管状況

焼却処理

0.005～1mSv毎時

1mSv毎時超

0.005mSv毎時未満

6

5

4
3

2
雑固体廃棄物焼却設備

（2016年3月運用開始）

1

処理方策等は今後検討

減容等処理後
約23万m3

凡例 ：今後新増設予定の設備・施設

使用済吸着塔一時保管施設

使用済吸着塔一時保管施設

固体廃棄物貯蔵庫 覆土式保管設備

仮設保管設備

シート養生の例

屋外集積の例

コンクリート破砕機 例 金属切断機 例

破砕装置 例

ｺﾝﾃﾅ方式ｲﾒｰｼﾞ ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ方式ｲﾒｰｼﾞ

焼却設備 例

（2020年度運用開始予定） （2020年度運用開始予定）

（2021年度運用開始予定）

（2022年度以降順次）

（2018年度運用開始予定）

（2019年度運用開始予定）

吸着塔類

（A）へ

濃縮廃液

Dエリアタンク H2ブルータンク

＜新増設設備・施設のイメージ＞

処理方策等は今後検討

増設雑固体廃

棄物焼却設備

1
焼却炉

前処理設備

2

増設固体廃棄物

貯蔵庫
第10～13棟

4 6 汚染土

一時保管施設

5 大型廃棄物
保管庫

3 減容処理

設備

汚染土

補足）写真，図は例示，又はイメージ

5. 廃棄物対策の状況

雑固体廃棄物
焼却設備

（2016年3月
運用開始）

※

※

※焼却処理、減容処理、またはリサイクルが困難な場合は、
減容処理等せずに固体廃棄物貯蔵庫にて保管

（A）

※

中長期ロードマップにおける主要な目標工程

分野
改訂前 改訂後

内容 時期 達成状況 内容 時期

廃棄物対策 処理・処分に関する基本的な考え
方の取り纏め 2017年度 改訂後のロード

マップに反映
処理・処分の方策とその安全性に関する
技術的な見通し

2021年度
頃を目処

提供：日本スペースイメージング(株)、©DigitalGlobe

▼O.P.200

廃スラッジ貯蔵施設
（造粒固化体貯槽（D））

(単位:mm)

▼O.P.-3,400

除染装置(AREVA)
スラッジ

▼GL

除染装置
設置エリア

スラッジ

貯槽D

上澄水


